




























































































































１）Peter F. Drucker, Managing in the Next Society, New York:Trum Talley Books・2002，pp231－232。上
田惇生訳『ネクストソサエティー歴史が見たことのない未来がはじまる』ダイヤモンド社，2002年，273頁。



































































































８）Lest M．Salamon and Helmut K.Anheier, The Emerging Nonprofit Sector：An Overview・Manchester 
and New York：Manchester University Press，1994，p16。今田忠監訳 『台頭する非営利セクター―12カ
国の規模・構造・制度・資金源の現状と展望』ダイヤモンド社，1996年，24頁。











































































































































































































































































15）非営利組織評価研究会編 『日本の未来と市民社会の可能性: NPO法10年目の評価と課題』  2008年10月，11頁。
16）雨森孝悦，前掲書。
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きている17）。
　一方，近年，官民の関係においても，「パートナーシップ」あるいは「協働」というキーワ
ードが盛んに使われている。
　「パートナーシップ」には，従来の「官」と「民」の関係を特徴づけていた上下の序列や一
方的な依存関係を乗り越えて，新しい官民関係を構築しようという思いが込められている。パ
ートナーシップが成立するためには，それぞれが独立していること，相手に自分にない長所を
認め，規模や力の違いを超えて対等な関係に立つこと，そしてお互いの合意の下に役割分担し，
協力を行うことが必要である。すなわち，行政と非営利組織が，それぞれ主体性，自発性を持
ち，互いの特性を認識・尊重しあいながら，共通の目的を達成するために課題解決に向けて協
力・協調することとされている。このような関係性の構築は，国民が国家とかかわる方法とシ
ステムを変えることにつながる重大な変化といえる18）。
　第二節　その他ステイクホルダーによる非営利組織の監視
　NPO法人制度は，市民が公益的な活動を行う法人をなるべく簡単につくることができるよ
うにしよう，という趣旨で設けられたものである。法人設立に際しては，従来の公益法人，あ
るいは社会福祉法人の設立よりも緩やかな要件しか求められない。しかも，設立のための基本
的な要件は，特定非営利活動促進法という法律に書き込まれているので，認証にあたる所轄庁
の裁量の余地が少なく，法律に定める要件さえ満たしていれば，誰でも法人の設立が可能であ
る。
　一方，設立をあまりに容易にすると，この制度の趣旨になじまない法人，例えば，詐欺行為
を行うものや実体のないものなどが続出する可能性もあることから，団体の情報をできるだけ
公開することによって，質的に問題のある法人がおのずと淘汰されるようにするという考え方
が採用されている。特定非営利活動促進法では次のような情報公開の制度の規定がある。
　①認証申請時に所轄庁で公告・縦覧の期間（２ヶ月）を設けなくてはならない。
　② 設立後，そのNPO法人の利害関係人が，法人の主たる事務所で事業報告書等の閲覧がで
きるようにしなくてはならない。
　③ 所轄庁（都道府県または内閣府）では，一般人でもその法人の事業報告書等を閲覧できる
ようにしなくてはならない。
　このように，設立や運営に際して行政の関与を最小限にしていること，市民から信頼される
ようにするための情報公開を義務づけていることが，NPO法人制度の特徴となっている。情
17）内閣府のNPO　ホームぺージ（http//www.npo-homepage.go.jp/gpf/new-manual/5-5.pdf)，2009年８月
16日。
18）廣川嘉裕「行政とNPOの協働に関する理論」『ノモス 19』関西大学法学部，2006年12月，87-98 頁。
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報公開を進めることによって，NPO法人全体の質が維持されるようにするという方向性もそ
うである。その裏には，市民が団体に関する十分かつ正確な情報を持つようになれば，団体間
の比較が容易にできるので，良い団体は支持を増やし，質の悪い団体は市民の信頼と支持を失
って寄付の「市場」からおのずと消え去るはずという考え方がある。
　非営利組織の全国的な支援センターである「日本NPOセンター」は，非営利組織が自らの
努力によって社会から信頼されなくてはならないとして，各地の非営利組織支援センターのリ
ーダーを集めて「民間NPO支援センター・将来を展望する会」を開催し，「信頼される非営利
組織の７つの条件」を発表した。以下がその７つの条件である。
　①明確なミッションを持って，継続的な事業展開をしていること，②特定の経営資源のみに
依存せず，財政面で自立していること，③事業計画・予算の意思決定において自律性を堅持し
ていること，④事業報告・会計報告などの情報を積極的に公開していること，⑤組織が市民に
開かれており，その支持と参加を集めていること，⑥最低限の事務局体制が整備されているこ
と，⑦新しい仕組みや社会的な価値を生み出すメッセージを発していること19）。
　これを見てもわかるように，非営利組織が単に情報を積極的に発信するだけではなく，安定
的，自立的な運営を行う体制をつくること，社会に向けて非営利組織らしく新しい価値を生み
出すメッセージを発信すること。そうしたことが信頼されるための条件であるとしている。
　民間の国際協力団体のネットワークであるNPO法人「国際協力NGOセンター」は，会員団
体とともに「国際協力NGOのアカウンタビリティ基準（案）」を作成し，公表した。国際協力
団体がアカウンタビリティへの関心を高めた背景には，2002年にある国際協力NGOが外務省
の補助金を不正に受給した事件や，その後，補助金対象事業に外部監査が義務づけられたこと
がある。事件を引き起こした団体は，多額の寄付や補助金を受け付けながら，内部のチェック
体制がほとんど機能しておらず，意思決定システムにも問題があった。こうしたことから，国
際協力NGOセンターでは会計，情報公開だけでなく，組織運営と事業実施についてもチェッ
クリストをつくり，アカウンタビリティの達成基準を示して，国際協力団体が信頼性を高める
ことができるようにした。
　アカウンタビリティ概念の基礎は説明，報告の義務にある。特に会計の報告である。アカウ
ンタビリティは，一種の責任を伴うものであることは間違いない。その特徴は，誰が誰に対し
て説明責任，結果責任を負うのか，という関係性の中で責任を負う点にある。会社の社長は，
その会社の資本を出資した株主に対してアカウンタビリティを有する。なぜなら，最高議決機
関である株主総会において，会社の経営を任されたからである。社長は株主に対して事業内容
や財務内容に関する報告しなくてはならないのであり，業績が悪ければ経営責任を追及されか
19）日本NPO 日本センター「財政確保とアカウンタビリティ」『NPOのひろば』No20，2000年。
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ねない。非営利組織では形の上では社員（一般には会員）から業務執行を付託された理事が，
社員に対してアカウンタビリティを持つことになる。その理事が実質的な業務執行を事務局
（長）に委ねているのであれば，事務局（長）が理事に対してアカウンタビリティを有するこ
とになる。
　しかし，現代の非営利組織は，それだけでは済まされない。その組織の目標に共鳴するさま
ざまなステークホルダーに対して，つねに組織の正当性を示していかなくてはならないのであ
る。非営利組織は理事，寄付者，支援機関，職員，ボランティアらに依存しており，成果によ
って正当性が十分に示されない場合は協力が得られないかもしれない。組織の構成員など内部
者だけでなく，外部の支援者や受益者（顧客）の言い分に対しても，柔軟に反応し，対応して
いかなくてはならない。税金を原資とする補助金などを得ているのであれば，ますますアカウ
ンタビリティが要求される。
　アカウンタビリティを果たすうえで重要なのは，事業報告や会計報告である。事業報告書の
基本的な要素として，法人の目的に対する貢献，次年度以降の活動方針，重要な計画の変更，
外部の資源提供を受けて行った活動の内容や成果，組織体制，という５点が含まれるとしてい
る。こうした点がすべてのNPO法人の事業報告書に盛り込まれていれば，それぞれの団体の
活動ぶりを知るうえで大いに役立つ。会計報告書については，これまで各NPO法人によって
ばらばらだった会計方式の統一が重要である。統一された会計基準の下で会計処理がなされ，
報告書が作成されれば，各法人の財務内容が簡単に比較できるようになり，支援者や融資機関
が対象を取捨選択がしやすくなる。このことが，ひいては不正，不良な非営利組織の淘汰にも
つながるものと期待される20）。 
　第三節　営利企業とのパートナーシップとガバナンス
　非営利組織は，多種多様なステイクホルダーに囲まれて，社会的ニーズを満たす事業を運営
しており，その事業運営には様々な経営資源を必要としている。活動を充実させるためには，
ステイクホルダーとの多種多様な協力関係が必要だということは理解しやすいであろう。非営
利組織と企業の関係も，ステイクホルダーとの協力関係の１つとしてとらえることができる。
　経営資源をステイクホルダーから広く集めるということを考えるときに，当然ステイクホル
ダーの１主体として企業の存在にも注目することができるであろう。古くから，企業は社会貢
献の一環として，非営利組織に対して，経営資源面の支援を行ってきた。経営資源による支援
の中でも，従来は資金的支援と物的支援が最も盛んに行われてきた。最近では，それに留まら
ない人的交流を含む関係構築やノウハウ面での交流など，人的・情報的資源による支援も注目
20）兵頭和花子「非営利組織体における情報開示と業績評価の可能性」『年報経営分析研究 (23)』2007年３月
31日，87-94 頁。
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されている。
　代表的な具体例をあげておくと，金銭的資源による支援としては，寄付，協賛，会費・賛助
会費といったものが主となる。物的支援としては，現物供与，寄贈，施設貸与といったものが
あげられる。人的支援とは，企業の人材が理事やスタッフ，ボランティアとして非営利組織で
活動することである。情報的支援とは，各種情報的資源の提供であり，ノウハウ，技術，広報
での協力などがあげられる。
　非営利組織への経営資源の支援をはじめ，企業の社会貢献活動に関して有名な取組みの１つ
に日本経団連の「１％クラブ」というものがある。これは，1990年11月に設立されたクラブで，
企業の社会貢献活動の啓蒙や，企業やその社員と非営利組織を結びつけるコーディネート活動
を行っている。そのホームページには「１％クラブの会員は，経常利益や可処分所得の１％相
当額以上を自主的に社会貢献活動に支出しようと努める企業や個人です」とうたわれている。
　一方で，非営利組織は資源を受けるだけの存在ではない。社会が必要としているということ
は，当然，経営資源提供者としての非営利組織の存在があるからである。企業との関係におい
て，非営利組織はどのような経営資源の提供を行っているのだろうか。例えば，非営利組織が
企業に対して助言や提言を行う活動が該当する。これは，非営利組織がその専門性を生かして
コンサルテーションの一環として企業にアドバイスする活動であり，情報的資源を企業に提供
していることになるであろう。この関係には，アドバイスに対して，企業から対価を得るとい
った取引関係が含まれることも多い。同じく情報的資源提供として，SRI（社会的責任投資）
の分野では，非営利組織が企業のCSR（企業の社会的責任）に関する評価をして，その情報を
経済的取引関係において投資信託会社に提供する事業などがある。またCSR啓蒙活動を目的と
する非営利組織，CSRに関するガイドラインや規格づくりを行う非営利組織などは，企業に
CSR関連の情報を提供していることになる。
　最近では，非営利組織と企業が共同で，各々の資源を交換し合って事業を運営する形態が登
場している。いわゆる共同プロジェクトである。また上述しているように，企業から単に経営
資源を提供してもらうのではなく，企業と非営利組織がビジネスとして取引関係を結ぶ場合も
ある。その場合には，非営利組織と企業が資源交換をしているので，相互に資源を提供しあっ
ていることになる21）。
　非営利組織と企業の関係は，古くは「水と油」という言葉で表現されていたように，敵対的
な関係も多くみられる。特に事業型非営利組織の勃興とともに，企業と競合関係になっている
非営利組織も増加している。事業型非営利組織とは，その活動において事業性を強めて，全収
入における事業収益比率が高い非営利組織である。このような非営利組織は，事業収益の獲得
21）横山恵子『企業の社会戦略とNPO』白桃書房，2003年４月，13頁。
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のために，商業化していく側面をもつ。競合関係は，医療・福祉（特に介護）などの活動分野
に多く見受けられる。また，活動分野に関わらず，その活動実施方法である事業の形によって
は，関連企業と競合する可能性がある。
結び　非営利組織のガバナンスの課題
　非営利組織の生命はミッションにある。非営利組織を支える理事，スタッフ，ボランティア，
会員，監事が絶えずミッションの問い直しを行い，ミッションに照らして参加的に経営される
とき，ガバナンスも有効に機能する。非営利組織のガバナンスは，その組織の歴史や伝統，環
境制約や人材などにより差異も大きい。今後の非営利組織におけるガバナンスを構築に際して，
沢山の課題が残されている。
①ミッションの希薄化
　ミッションを機能させるための統治上の要は理事会にある。理事会は非営利組織にとって，
単なる看板ではない。ミッションを最高の価値として掲げ，それを機能させることが何よりも
優先すべき理事会の仕事である。現実の非営利組織は，市場的競争のなかに組み込まれつつあ
る。非営利組織は，営利組織などとの厳しい競争のなかで独自のミッションを希薄化させ，も
っぱら顧客迎合主義に陥る危険を常にはらんでいる。自らが対象とする受益者や顧客のニーズ
を重視することはきわめて重要であるが，反面，それに迎合して自らの生命ともいうべきミッ
ションを希薄化させていくのでは，社会を変革していく原動力としての役割は果たせない。ミ
ッションを差別化戦略に反映させ，その独自性によって営利企業との競争にも打ち勝っていく
力強さが，非営利組織に要求されている。
②理事会の形骸化
　高度に機能する機関として期待されている理事会は，企業における取締役会に相当する。取
締役会が事実上形骸化する現実があるように，理事会も形式的承認機能に堕する危険性をもっ
ている。創立者のワンマン経営体制ではやがて行き詰まる。非営利組織をめぐる環境変化はス
ピードを速めており，せいぜい月に一度だけの理事会では意思決定が遅れる。常勤の執行職の
裁量権限を拡大する必要に迫られている。情報，専門性において執行職は有利である。変化の
激しい環境を敏感に捉え，迅速に対応し，活動に参加する人々の満足を向上させる働きが期待
できる。そこで，理事に付与されている法的権限を執行職に委譲する傾向が生まれる。その結
果，執行機関からの報告や承認要請に対し，ただ肯くだけの理事会になってしまう危険をはら
んでいる。名誉職意識の理事や，天下りの理事が多いところではそうなる危険性はきわめて高
い。何でも承認してしまうゴム印理事会や，飾り物としてのクリスマス・ツリー理事会になっ
ては意味を失う。
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③過度の干渉
　前項とは逆に理事会が詳細にわたって決定に参加し，過度の干渉をするという危険である。
もともと非営利組織は，ミッションに熱心な人々のボランタリーな働きから生まれ，やがてそ
の人か甘辛となって組織化されることが多い。ミッションに熱心である，意欲ももっている，
事務もよくできる，そのような理事の活動が中心になっていると，細かい決定や執行までが理
事によって進められる。初期はそれでいい。組織が大きくなって複雑になり，実行の迅速さが
要求されるとなると，そのような姿勢は組織にとってマイナスとなる。ミッションに魅力を感
じて参画的に貢献しようとするスタッフやボランティアの意欲までそいでしまう結果になりか
ねない22）。
　また，非営利組織では，多様なステイクホルダーの存在を前提に，多様に存在するステイク
ホルダーを「主権者」として，ガバナンスを構築することが必要である。
④情報公開とアカウンタビリティ
　非営利組織ガバナンスを保証する条件とは何か。非営利組織が「サービスと取引が自己完結
しないシステム」であるとすれば，社会的支援が獲得できなければ非営利組織は経済的にも社
会的にも存続できない。非営利組織が社会的支援を獲得するためには，組織目的である社会的
使命が社会的に受容され，存在の社会的意義が多くの市民に認知される必要があり，社会が信
頼できる組織であることを担保するシステムの確立が必要である。
　そのためには，組織の運営・活動に関する徹底した情報公開と情報の非対称性にも配慮した
アカウンタビリティが不可欠である。情報公開とアカウンタビリティは社会に対してだけでな
く，すべてのステイクホルダーに対して行う必要がある。情報公開とは，なによりもすべての
ステイクホルダーが情報を共有し，組織のあり方を共に考えることで奉り，諸ステイクホルダ
ーの協働による民主主義の創造であり，その実現を保証するものである。アカウンタビリティ
もすべての組織構成員が担うべきものであり，そのことがステイクホルダー間の協働と調整を
促進し，人々を鍛錬し，①業績評価，②社会的使命の達成，③非営利性などの組織内検証およ
び社会監査に有効に作用するであろう23）。
⑤組織民主主義の実現
　組織特性の担保には，情報公開やアカウンタビリティに基礎づけられた組織民主主義の実現
も不可欠である。資本結合体である営利組織と比較して，本来的に組織特性に共感し参加した
人々の人的結合体である非営利組織は，組織民主主義を実現可能な組織である。諸ステイクホ
ルダーの代表者による民主的な理事会構成の実現，組織の各階層・各部門における参加的意思
決定システムの構築などは，非営利組織の組織目的と組織特性を担保するガバナンス・システ
22）島田恒 『非営利組織研究：その本質と管理』文眞堂， 2003年２月，87-89頁
23）松本 典子，前掲論文，151-164頁。
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ムの構成要素として最低限保証されるべきであろう。
